












































































































































































































個々の企業によって事情は異なるものの、本稿の「図 3 新入社員が 1年以内に退職する
割合は、外国人社員と日本人社員では異なるか」で示したように、「外国人社員は日本人社
員より離職率が高い」という一般化は、必ずしも現状を正確に示しているとはいえない。ま
た、「図 4 外国人社員と日本人社員では、退職の理由の傾向が異なるか」で示したように、
外国人社員の退職理由は日本人にも見られる理由であり、そのこと自体が大きな問題である
とは言えない。そもそも最近では、新卒社員が初めて勤めた会社で定年まで働くという考え
方そのものが変わりつつあり、日本人社員とのバランスという点からも、外国人社員の勤続
年数を伸ばすためだけの対策という考え方や対策は、共感されにくい。
留学生の退職の問題について、本稿において「辞め方の問題」を一つの着眼点として提示
したが、「辞めるかどうか」そのものではなく、外国人社員の退職に伴い、どのような事柄
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が発生し、それがどのように問題なのかについて、より詳しく調査する必要があるだろう。
ひいては、それが採用時にどのようなマッチングを行うべきかという問題にもつながってい
くと考えられる。
5．まとめ
外国人社員の定着の問題は、個々の企業によって異なるプライベートな側面を含むため、
全体像を明らかにするのが難しい。しかし、有効な対策を目指してこの問題に取り組むため
には、今後、広く調査を行い、外国人材活用の実情を明らかにする必要があるだろう。本ア
ンケート調査は、まだ小規模なものであるが、この課題に取り組むために必要な着眼点を示
した。今後は、より広い範囲で調査研究を行うことが必要であると考えている。
〈注〉
１ 本稿での「離職率」とは、就職後、一定期間内に退職した者の割合のこととする。
２ 本稿での「定着」とは、就職した企業での就業を継続することとする。
３ 本稿での「退職」とは、任意退職のこととする。
４ 本調査におけるアンケート回収率 17.5％は、参考文献である新日本有限責任監査法人（2015）に
おけるアンケート回収率 17.8％とほぼ同じであった。
５ 詳細な事情は不明だが、「新卒の採用ルートではなく、個人的な紹介による採用だった」という趣
旨であると考えられる。
６ 新日本有限責任監査法人（2015）では「外国人留学生の就職や定着に伴う課題は、大きく分けると
就職前（就職活動段階）と就職後の二段階に分けられる」（p.2）としている。
〈参考文献〉
新日本有限責任監査法人（2015）「平成 26年度産業経済研究委託事業（外国人留学生の就職及び定着状
況に関する調査）報告書」
内閣府政策統括官（経済財政分析担当）（2019）「政策課題分析シリーズ 18 企業の外国人雇用に関す
る分析－取組と課題について－」
〈付記〉
本稿は、文部科学省科学研究費補助金・挑戦的萌芽研究（課題番号：16K13250．研究代表者：栗原
由加）の成果の一部である。
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資料：グローバル人材に関するアンケート調査票
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